


































































開設させた歴史的意義を評価しなければならない」としながらも、秋田県内で十分 普及を見なかった背景に、 「授業料不徴収に耐える財政のゆとりがなかった」ことが大きく影響し た事実を明らかにしている。
もっとも、これまでの研究の多くは、就学率






























明治 ( 年 ) 西暦 ( 年 ) 学齢児童 ( 人 ) 就学児童 ( 人 ) 就学率 (%)
6 1873 4,205,341 1,182,968 28
7 1874 4,923,272 1,590,115 32
8 1875 5,168,660 1,831,149 35
9 1876 5,160,618 1,977,358 38
10 1877 5,251,807 2,094,298 40
11 1878 5,281,727 2,179,267 41
12 1879 5,371,383 2,210,607 41
13 1880 5,533,196 2,271,850 41
14 1881 5,615,007 2,413,586 43
15 1882 5,750,946 2,789,776 49
16 1883 5,952,000 3,037,270 51
17 1884 6,164,190 3,129,073 51
18 1885 6,413,684 3,182,232 50
19 1886 6,611,461 3,063,186 46
20 1887 6,740,929 3,033,116 45
21 1888 6,920,345 3,277,489 47
22 1889 7,078,564 3,410,422 48
23 1890 7,195,412 3,520,718 49
24 1891 7,220,450 3,632,252 50
25 1892 7,356,724 4,056,262 55
26 1893 7,263,202 4,265,590 59
27 1894 7,320,191 4,518,137 62
28 1895 7,083,148 4,338,069 61
29 1896 7,187,059 4,615,842 64
30 1897 7,175,786 4,782,771 67
31 1898 7,125,966 4,910,380 69
32 1899 7,097,430 5,163,624 73
33 1900 6,531,273 5,321,726 81
34 1901 6,497,489 5,720,926 88







































明治 20 年 4 月 27 日 慈愍学校 本郷駒込　高林寺
7 月 25 日 同和学校 小石川　常泉院
8 月 22 日 慈育小学校 麻布　善福寺
8 月 24 日 慈善小学校 浅草
9 月 12 日 開善小学校 浅草松清町
10 月 28 日 教友小学校 深川区富岡
11 月 9 日 慈愛小学校 下合区谷中 本立寺
11 月 14 日 慈善小学分校 浅草
12 月 12 日 第二教友小学校 深川区霊岸町
12 月 16 日 第三教友小学校 深川区森下町
明治 21 年 6 月 9 日 各宗共立友信小学校 四谷鮫河橋
10 月 31 日 相愛小学校 日本橋浜町
明治 22 年 1 月 26 日 扶宗簡易小学校 麻布 長谷寺










まで第四六〇三号にわたって続いた特定宗派に偏らない綜合仏教誌である。この主宰者大内青巒は、仙台出身の 学者であり、曹洞宗の僧照庵のもと出家するもののその 還俗 て る。大谷光尊 侍講をつ め、後に東洋大学の学長となった人物であり、明治二二年
（一八八九）
に















心となって設立されており、入学者の多くが曹洞宗の僧侶であった。この速成伝習所における同年一二月迄の入学者は一二八名であり、翌年七月迄に卒業に至 たのは九二名で、浄土宗一名を除いて全て曹洞宗と記録されている。生徒の居住地は全国二五府県に広が ており、埼玉県一五名、群馬県・福島県・長野県各六名などが特に入学者の多 地域と記録されている。また、入学者 年齢は一八歳から四七歳と幅広く、平均は二九歳であった。
一方の本郷区龍岡町麟祥院内哲学館の一部を






















































































































































































により導入された小学簡易科は、授業料の徴収をおこなわないことが前提とされている。 「学制」の公布以来一貫して増加傾向を示していた就学率が、制度導入から十年を経た頃から五割前後での停滞を続けてお 、この改善を図る目的で小学簡易科制度が導入されていたことは、当時の文部大臣森有礼の講演記録からも明らかである。授業料を苦も無く払える子供たちは既に就学しているのであり、就学率のさらなる上昇阻んでいる大きな要因が 貧困層 子供たちの未就学にあ と 判断により導入された制度であったと思われ こ 背景には地租改正の導入や、緊縮財政の影響などによって 経済的に疲弊した人々が都市部に流入し、貧民窟が形成









していた速成伝習所が、湯島の麟祥院内に設けられていたもう一ヶ所の速成伝習所 合併することで廃校となっている。さらに同年八月 は高等普通学校も廃校と り、同施設は曹洞宗が引き取り中学林となるこ が決定されたが、その翌月には麟祥院内の速成伝習所も、東京府育会小学校教員伝習所へ委嘱され 「小学校令」の改正によ 、小 簡易科制度 廃止となるのは翌一〇 のことであり、仏教界が俗人
教育参入方針の見直しを決定したのは、いずれも制度廃止以前のことである。それぞれの活動廃止について明確な理由は明らかにさ ていないが、資金問題や小学簡易科制度の普及が思うように進まなかっただけではなく、教育を通じて仏教の教えを広めたいという当初の目的が、充分に果たせていないとの判断が、方針見直しの大きな背景の一つと って たの いかと思われる。　
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（１） 久木幸男 「慈善洛東学院とその周辺」 （ 『横浜国立大学紀要』
第二十二集、一九八二年） 。
（２）田中勝文「明治中期の貧民学校―小学簡易科制度の実態


























13） 前掲 『明教新誌』 第二七五八号 （一八九〇年八月一二日付） 。
（
14） 前掲 『明教新誌』 第二七六〇号 （一八九〇年八月一六日付） ・






















24）前掲『第二 四九号』 （一八 七年九月四日付） 。
（
25） 前掲 『明教新誌』 第二三一一号 （一八八八年一月一二日付） 。
（
26） 前掲 『明教新誌』 第二七六五号 （一 九〇年八月二六日付） 。

